
 

 

 

 

別冊６ 

 

原子炉格納容器ガス管理設備に係る補足説明 

 



 

Ⅰ 原子炉格納容器ガス管理設備の構造強度及び耐震性について 

 

 

１．１号機 

（１）排気ファンの構造強度及び耐震性 

（ａ）構造強度 

排気ファンについては，工場試験にて締切運転（約 6kPa）を実施し，異常がない

ことを確認しており，排気ファンの運転にあたり十分な構造強度を有していると評

価する。 

 

（ｂ）耐震性 

排気ファンの耐震性評価として，｢JEAG4601(1987 年度)｣を準用し，ファン基礎ボ

ルトの評価を行った。なお，震度については，耐震設計審査指針上の耐震 C クラス

設備に適用される静的地震力（1 号機：0.21G）を採用した。基礎ボルトの許容応力

については，供用状態 Dにおける許容応力を適用し，ボルトの評価温度は 100℃とし

た。ボルト１本当たりの引張荷重及びせん断荷重を評価した結果，ボルトに生じる

引張及びせん断荷重は許容荷重以下であり，ボルトの強度が確保されることを確認

した（表-1 参照）。 
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表-4 配管強度確認結果 

外径[mm] 型式 
公称肉厚 

[mm] 

設計・建設規格上の 

必要最小厚さ[mm] 

34.0 円型 4.5 0.5 

60.5 円型 5.5 0.5 

89.1 円型 5.5 0.5 

114.3 円型 6.0 0.5 

165.2 円型 7.1 0.5 

 

（ｂ）耐震性 

ａ．評価条件 

配管は，配管軸直角 2方向拘束サポートを用いた両端単純支持の配管系（両端

単純支持はり構造）とする。また，配管は水平方向主体のルートを想定し，管軸

方向については地震により管軸方向は動かないものとし，水平方向震度による管

軸直角方向の配管応力評価を考える。水平方向震度は，0.21G とする。 

 

b. 評価方法 

管軸直角方向の地震による応力は，下図に示す自重による応力の震度倍で表現

でき(1)式で表すことができる。 

Ss = αSw                               (1) 

Ss:地震による応力 [MPa] 

α:水平方向震度[-] 

Sw:自重による応力[MPa]  

ここで，
Z
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Sw:自重による応力[MPa] 

L:サポート支持間隔[mm] 

Z：断面係数[mm3] 
両端単純支持はりの等分布荷重より

求まる自重による応力 w：等分布荷重[N/mm] 

 

また，崩壊制限に「JEAG4601（1984 年度）」を準用し，供用状態 D の場合の一次

応力制限を用いるとすると，地震評価としては(2)式で表すことができる。 

S = Sp+Sw+Ss = Sp+Sw+αSw = Sp+(1+α)Sw ≦ 0.9Su   (2) 

    Sp:内圧による応力[MPa]     Sw:自重による応力[MPa]  

    Ss:地震による応力[MPa]      S :内圧，自重，地震による応力[MPa] 

    α:水平方向震度[-]       
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従って，上記(2)式を満足するように，配管サポート配置を設定することにより，

配管の崩壊は抑制できる。 

 

c. 評価結果 

両端単純支持はりで自重による応力 Sw が 40 MPa 程度の配管サポート配置とし

た場合，発生応力は許容応力に対して十分な裕度を有すると評価した。 

一例として，この時の 150A（Sch.40）配管のサポート間隔 Lは約 9.7ｍとなる。 

Z：断面係数（ 1.337×105 mm3 ） 

w：等分布荷重（ 0.45 N/mm ） 

・内圧による応力 Sp=10 MPa，許容応力を STPT370(100℃)の 0.9Su=315 MPa とし，

(2)式に代入すると以下となる。 

S = 59 MPa ≦ 0.9Su = 315 MPa              (3) 

 

・継手がある場合には，応力係数も存在する。応力係数を 3 とし，以下となる。 

S = Sp+(1+α)Sw×3 = 156 MPa ≦ 0.9Su = 315 MPa     (4) 
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２．２／３号機 

（１） 排気ファンユニットの構造強度及び耐震性 

（ａ）構造強度 

排気ファンについては，系統最高使用圧力 5.2kPa に対し，工場にて 7.0kPa の気

密試験を実施し，漏えい等の異常がないことを確認していることから，ファンの最

高使用圧力に十分耐えうる構造強度を有していると判断する。 

 

（ｂ）耐震性 

ファンを鋼材と共にユニット化し，ユニットの支持鋼材を基礎ボルトで固定して

いる。排気ファンユニットの耐震性の評価として JEAC4601-2008 を準用し，基礎ボ

ルトの評価を行った。なお，震度については，耐震設計審査指針上の耐震 C クラス

設備に適用される静的地震力（2，3 号機：0.21G）を採用した。 

評価の結果，ボルト１本当たりに生じる引張及びせん断荷重は許容荷重以下であ

り，ボルトの強度が確保されることを確認した（表-5 参照）。 

 

表-5 排気ファンユニットの基礎ボルトの強度評価結果 

耐震Ｃクラス設備に適用される 

静的地震力による評価 号機 系統 応力種類 

発生荷重[N] 許容荷重[N] 

引張 0 2843 
A 

せん断 327 1725 

引張 0 2843 
２ 

B 
せん断 497 1725 

引張 0 2843 
A 

せん断 497 1725 

引張 0 2843 
３ 

B 
せん断 327 1725 
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表-6 フィルタユニットの基礎ボルトの強度評価結果 

耐震Ｃクラス設備に適用される 

静的地震力による評価 号機 系統 応力種類 

発生荷重[N] 許容荷重[N] 

引張 0 2843 
２ －※ 

せん断 411 1725 

引張 0 2843 
３ －※ 

せん断 411 1725 

※ フィルタは２つ(２系統)で１つのユニットとなっている。 

 

（３）放熱器ユニットの構造強度及び耐震性 

（ａ）構造強度 

放熱器ユニットについては，系統最高使用圧力 5.2kPa に対し，工場にて 7.0kPa

の気密試験を実施し，漏えい等の異常がないことを確認している。以上のことから，

放熱器ユニットについては，通常運転時の内圧に十分耐えうる構造強度を有してい

ると判断する。 

 

（ｂ）耐震性 

放熱器を鋼材と共にユニット化し，ユニットの支持鋼材を基礎ボルトで固定して

いる。放熱器ユニットの耐震性の評価として JEAC4601-2008 を準用し，基礎ボルト

の評価を行った。なお，震度については，耐震設計審査指針上の耐震 C クラス設備

に適用される静的地震力(2，3 号機：0.21G)を採用した。 

評価の結果，ボルト１本当たりに生じる引張及びせん断荷重は許容荷重以下であ

り，ボルトの強度が確保されることを確認した（表-7 参照）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 





（４）管の構造強度及び耐震性 

（４）－１ 鋼管及び鋼板ダクト 

（ａ）構造強度 

鋼管及び鋼板ダクトについては，「設計・建設規格(2005 年版)」を準用し，クラス

４配管の必要最小厚さに対して十分な厚さを有していることを確認しており，原子

炉格納容器ガス管理設備における使用条件に対し，十分な構造強度を有していると

判断する（表-8 参照）。 

 

表-8 配管強度確認結果 

外径[mm] 形式 
公称肉厚 

[mm] 

設計・建設規格上の 

必要最小厚さ[mm] 

27.2 円形 2.8 0.5 

60.5 円形 3.5 0.5 

60.5 円形 3.8 0.5 

139.8 円形 2.0 0.5 

139.8 円形 3.4 0.5 

139.8 円形 5.0 0.5 

216.3 円形 6.5 0.6 

260.0 角形 5.0 0.8 

267.4 円形 4.0 0.6 

267.4 円形 6.5 0.6 

 

（ｂ）耐震性 

ａ．評価条件 

配管は，配管軸直角 2方向拘束サポートを用いた両端単純支持の配管系（両端

単純支持はり構造）とする。また，配管は水平方向主体のルートを想定し，管軸

方向については地震により管軸方向は動かないものとし，水平方向震度による管

軸直角方向の配管応力評価を考える。水平方向震度は，0.21G とする。 

 

b. 評価方法 

管軸直角方向の地震による応力は，下図に示す自重による応力の震度倍で表現

でき(1)式で表すことができる。 

Ss = αSw    (1) 

Ss:地震による応力  

α:水平方向震度 

Sw:自重による応力  
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ここで， 

 
Z
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Sw:自重による応力 

L:サポート支持間隔 

Z：断面係数  
両端単純支持はりの等分布荷重より

求まる自重による応力 w：等分布質量 

g：重力加速度 

 

また，崩壊制限に「JEAC4601-2008」を準用し，供用状態 Cs の場合の一次応力

制限を用いるとすると，地震評価としては(2)式で表すことができる。 

S = Sp+Sw+Ss = Sp+Sw+αSw = Sp+(1+α)Sw ≦ Sy    (2) 

    Sp:内圧による応力     Sw:自重による応力  

    Ss:地震による応力      S :内圧，自重，地震による応力 

    α:水平方向震度       

従って，上記(2)式を満足するように，配管サポート配置を設定することにより，

配管の崩壊は抑制できる。 

 

c. 評価結果 

両端単純支持はりで自重による応力 Sw が 24 MPa 程度の配管サポート配置とし

た場合，発生応力は許容応力に対して十分な裕度を有すると評価した。 

 

・内圧による応力 Sp=18 MPa，許容応力を SUS304TP(100℃)の Sy=171 MPa とし，

(2)式に代入すると以下となる。 

S = Sp+(1+α)Sw = 48 MPa ≦ Sy = 171 MPa    (3) 

・継手がある場合には，応力係数も存在する。応力係数を 5 とし，以下となる。 

S = Sp+(1+α)Sw×5 = 164 MPa ≦ Sy = 171 MPa    (4) 

 

（４）－２ ダクトホース 

（ａ）構造強度 

ダクトホースは設計・建設規格に記載がない機器であるが，通常運転状態におけ

る漏えい確認試験を行い，有意な変形や漏えいがないことを確認していることから，

必要な構造強度を有しているものと判断する。 
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（ｂ）耐震性 

ダクトホースは，フレキシビリティを有しており，地震変位による有意な応力は

発生しないと考えられる。 

 

（４）－３ フレキシブルホース 

（ａ）構造強度 

フレキシブルホースは設計・建設規格に記載がない機器であるが，通常運転状態

における漏えい確認試験を行い，有意な変形や漏えいがないことを確認しているこ

とから，必要な構造強度を有しているものと判断する。 

 

（ｂ）耐震性 

フレキシブルホースは，フレキシビリティを有しており，地震変位による有意な

応力は発生しないと考えられる。 

 

 




